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は じ め に
国際連合（国連）はその設立以来，主要な目的である国際の平和と安全
の維持を達成するために，如何に機能しまた活動するのか，という問いに
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(１) 本論文は，国際法協会日本支部2012年度研究大会（2012年４月21日
東京大学）での報告「国連の活動の展開と課題― ｢保護する責任」の適用
を素材として」に加筆，修正を行ったものである。研究大会での質問およ
びコメントに感謝申し上げる。
「保護する責任」の適用における
国連の活動の展開と課題
(１)
はじめに
Ⅰ 保護する責任概念の発展？
１．国連改革の議論における保護する責任
２．保護する責任に対する様々な理解
Ⅱ 保護する責任の援用事例
１．保護する責任の射程
２．個別の状況への対応
３．安保理での審議における課題
Ⅲ 国連における保護する責任の意義と課題
１．国連における意義
２．課題
まとめ
対応してきた。1990年代以降に内戦が多発し，それに伴い大規模な人権
侵害が生じた状況において，国連が有効かつ効果的な措置を取ることがで
きなかったことは批判の対象となった。国連のこのような機能不全―たと
えそれが加盟国によって決定されたものであったとしても―は，第二次世
界大戦後に設立された国連憲章に基づく秩序（国連憲章体制）
(２)
に対して問
いを提示した。当時の国連事務総長アナンによれば,「人道的介入が，主
権に対する受け入れがたい攻撃であるとすれば，ルワンダやスレブレニッ
ツァなど，我々が共有する人道的な規則に影響を及ぼす，人権の重大かつ
体系的な侵害に，どのように対応できるのか｣。
(３)
この問いに応えるものと
して「保護する責任 (Responsibility to Protect, R2P)」が提案された。
介入と国家主権に関する国際委員会 (ICISS) が，保護する責任を提唱
して10年を超えるが，この用語は，これまで用いられるべきか否か，と
いう援用の是否ではなく，如何に用いるべきか，という援用の方法が論じ
られ続けてきた。また国際社会を体現する国連では，保護する責任につい
て議論され，特定の状況に援用されてきた。保護する責任が，国連の機能
不全に対して提示された応答の一つであるとすれば，国連の機能や活動に
とって，意義のある答えを提示してきたのであろうか。本稿はこの問いに
応えるものである。
保護する責任についてはすでに多くの研究がなされており，国際法上の
主体論，
(４)
主権論，
(５)
一般国際法，
(６)
人道的干渉，
(７)
多元主義や概念上の問題
(８)
など
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(２) たとえば，藤田久一「世界秩序再構築への展望―国連憲章システムと
「保護責任」論」『国連研究』第９号 2008年 2750頁。
(３) Kofi A. Annan, “We the Peoples : The Role of the United Nations in the
21st Century”, Millennium Report of the Secretary-General of the United Nations,
2000, p. 47.
(４) 大沼保昭「保護する責任」と保護される責任」―法主体論から国際法
体系のあり方を考える―『世界法年報』第31号 2012年３月 742頁。同
が論じられてきた。保護する責任の概念
(９)
は様々な議論をもたらしてきたが，
この用語が，国連の機能不全という状況において提唱されたことに着目し
た場合，現在の状況に照らしてこの概念の内容と意義をあらためて考察す
ることは，意義を持つと考えられる。そこで本稿では次の点を検討する。
第一に，保護する責任の概念の内容とその変遷を検討する。国連での議論
を経て，国家は保護する責任の内容について合意に至った。そこで議論の
変遷を探り，何がどこまで確認されたのか検証する。保護する責任はまた，
実践において用いられることが目指されている。第二に，国際社会におけ
る保護する責任の援用事例について概観する。安全保障理事会（安保理）
の審議において，保護する責任が言及された４つの事例（スーダン，リビ
ア，コートジボワール，シリア）を検討し，保護する責任に対する加盟国
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年報は「保護する責任と保護される責任の諸相」の特集号であり，他の所
収論文も参考となる｡「特集 保護する責任」『社会と倫理』第22号 2008
年も参照のこと。
(５) Anne Peters, ‘Humanity as the A andof Sovereignty”, European Journal
of International law, Vol. 20, 2009. この論文は，保護する責任概念の出現
について，主権の規範的な地位が人道性に由来することが明らかになった
証左であると論じ，主権概念の再定義を試みる。
(６) 拙稿 “United Nations and Responsibility to Protect (R2P)”, Korean Jour-
nal of International Law, Vol. 5, 2010, pp. 5580.
(７) 山形英郎「｢人道的干渉」から「住民保護責任」への転換？」『国際開
発研究フォーラム』第34巻 2007年 6785頁。松井芳郎「国連における
「保護する責任」論の展開―議論から［実施］へ？」『法学教室』No. 375
2011年12月 4651頁。
(８) 清水奈名子『冷戦後の国連安全保障体制と文民の保護 多主体間主義
による規範的秩序の模索』日本経済評論社 2011年,「｢保護する責任」概
念をめぐる錯綜」『社会と倫理』第23号 2009年 4155頁。
(９) 本稿では,「保護する責任」を，法規範ではなく，政治的な概念とす
る。保護する責任の概念，原則，規範についての議論は，以下を参照。
Alex J. Bellamy, Responsibility to Protect, Polity, 2009, pp. 47.
の認識と安保理での対応を探る。第三に，国連における議論と活動をふま
えて，保護する責任の意義と課題を指摘する。
Ⅰ 保護する責任概念の発展？
１．国連改革の議論における保護する責任
2001年に ICISS が保護する責任を提唱した背景には，20世紀末に，旧
ユーゴスラビアやルワンダで生じた大規模かつ重大な人権侵害に対して，
十分な措置を取ることができない国際社会の状況があった。上述の，アナ
ンによって提示された問いは，たとえ国連が主権国家によって成り立って
いるとしても，国家を構成する人々，とくに最も弱い立場にある人々に対
する保護が，国家主権の犠牲になってはならない，という訴えであった。
国際社会の諸問題に国連が十分に対応できない状況が生じる場合には，
その対応策として，組織の改革あるいは機能の強化が論じられる。これら
は両輪をなすものであるが，あえて一般化すれば，国連憲章体制を変えて
新しい制度を構築するのか，あるいは既存の体制を強化するのかが問われ
る。つまり，この二つの問いは国連憲章体制に対する挑戦と言える。
一方の，組織改革の議論は，既存の組織や制度の限界を明らかにしなが
ら，新たな問題に対処する組織の新しい在り方を示す。たとえば国連の人
権理事会と平和構築委員会は，2005年の事務総長報告書「より大きな自
由を求めて：すべての人のための開発，安全保障および人権」での提案に
基づいて設立された。新しい組織の設立や再編は機構の機能の向上を目指
すものであって，国際社会の新たな課題に対して国連が新しい組織を通じ
てより効果的に対処しようとする動きであった。他方で，既存の国際機構
の機能を強化し活動を活性化する動きも見られる。その場合には新しい概
念の提唱が既存の体制に新たな視点を提供し，機能を活性化する。そうで
あれば保護する責任は，既存の国連憲章体制を維持し，また国連の機能強
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化を目指す取り組みとなる。
２．保護する責任に対する様々な理解
（１）概念の起源と発展
ICISS によって提唱された保護する責任は，国家主権の概念が責任を包
含することを確認し，主権の概念を拡大させ，またその内容をより深める
ものでもあった｡「国家主権は責任を意味し，人々の保護は国家にあるこ
と，人々が内戦，内乱，抑圧，国家の破たんなどにより重大な被害を受け，
国家がそれを阻止あるいは回避できない場合には，不干渉原則は国際的な
保護する責任に代わる｣。
(10)
保護する責任の根拠は，主権に内在する義務，
国連憲章第24条に基づく安保理の責任，国際人権諸条約，宣言，国際人
道法や国内法などに基づき，また国家，地域的機構，安保理における実行
に在る。保護する責任は，三つの責任概念すなわち予防する責任，対応す
る責任，再構築する責任を包含し，その中でもとくに予防する責任の重要
性が確認された。さらに，対応する責任として，軍事的な介入の原則や基
準も提示されていたが，例外的な措置と位置づけられた。
(11)
しかしながら，
ICISS が軍事介入のための具体的な基準を詳細に提示したことは，保護す
る責任が，軍事的な措置を許容する，人道的介入の言い換えにすぎないと
いう理解を与えうるものだったのである。たしかに ICISS は合意に基づ
かない介入について予防や再構築との連続性に位置づけ再定義したものの，
三つの責任を統合された一つの概念とすることには成功しなかった。
(12)
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(10) International Commission on Intervention and State Sovereignty, “The
Responsibility to Protect”, International Development Research Centre, 2001,
p. XI.
(11) Ibid., p. 34.
(12) Alex J. Bellamy, Global Politics and the Responsibility to Protect : From
words to deeds, Routledge, 2011, p. 20.
ICISS はまた，保護する責任の適用において安保理を如何により機能さ
せるのかに着目した。安保理の構成や代表性の問題点を確認しつつ，それ
以外に軍事的介入を処遇できる組織がない状況において安保理をよりよく
機能させる必要性を確認した。加えて安保理が行動を取らない状況を想定
しながらも，安保理の決定に基づかない軍事行為は，国連の信頼性に重大
な結果を及ぼすことを指摘した。このように，ICISS は国連憲章体制に基
づく取り組みを論じており，個別あるいは有志による武力行使は例外的な
状況であっても国連の信頼性を損なうことを示したのである。
(13)
保護する責任概念は，その後，国連改革の議論において援用された。
2004年には，すべての人に対して安全保障を提供できるように新しい枠
組を提示するために，脅威，挑戦と改革に関するハイレベルパネルが設立
された。パネルは国際社会の脅威に国連がいかに対応していくべきかを検
討し，報告書において「ジェノサイドやその他の大規模殺りく，民族浄化
または重大な国際人道法違反が発生し，主権を有する政府にこれを防ぐ能
力や意思のないことが判明した場合には，国際社会全体に保護する責任が
あり，安全保障理事会は最後の手段として軍事介入を認めることにより，
これを履行できるとする新たな規範に対し，支持を表明する」
(14)
ことを確認
した。さらに「国連憲章は，全ての国家を保護しようとするが，それは国
家が本質的に良いものであるからではなく，市民の尊厳，正義，価値と安
全を達成する上で，必要だからである」
(15)
と述べた。報告書は，国家が人々
を保護し，国際社会の義務を遂行するその責務を示し，いわば，一定の条
件に基づいた主権としての責任を論じた。国家が国連の加盟国であること
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(13) International Commission on Intervention and State Sovereignty, op. cit.,
pp. 5455.
(14) A/59 /565, 2 December 2004, para. 203.
(15) Ibid., para. 30.
は，国家主権の地位の有効性や保護を意味するものではない。むしろ，国
連憲章は，全ての加盟国が約束を守るために集団としての手段を提供する，
変化をもたらす媒介になったとも言われる。
(16)
ハイレベルパネルは，集団としての国際的な保護する責任という規範が
生じつつあることを是認しながら，主権を有する政府が十分な能力を持た
ずあるいは予防する意思がない場合には，安保理による軍事介入によって
最終的な手段が可能であること，そのためには正当性基準を満たす必要性
を論じた。
(17)
つまりハイレベルパネルは，安保理を如何により用いていくの
かを論じ，既存の国連憲章体制の強化を主張したのである。
ハイレベルパネルの報告書を受けて作成された，2005年３月の事務総
長報告書「より大きな自由を求めて：全ての人のための開発，安全保障お
よび人権」は，保護する責任を援用する意義を次の通り述べた｡「我々は
また，大規模な虐殺の，潜在的または実際の犠牲者を『保護する責任』に
ついて取り組み行動することに向けて前進しなければならない……この責
任は……その主要な存在意義と義務が人々を守ることにある，各国家が有
する。その方法が不十分であると明らかになった場合には，安全保障理事
会が必要に応じて，強制行動を含み，国連憲章の下での行動を決定でき
る｣。
(18)
この報告書においても，人々の保護を含む国家主権概念が確認され，
また最終的な手段として安保理の行動の可能性が指摘された。報告書は，
国際の平和と安全を維持するために軍事力を用いる権限は安保理に付与さ
れており，したがって，安保理の代替を探すのではなく，安保理がどのよ
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(16) Ann-Marie Slaughter, “Security, Solidarity, and Sovereignty : The Grand
Themes of UN reform”, American Journal of International Law, Vol. 99, 2005,
p. 628.
(17) A/59 /565, 2 December 2004, paras. 55, 56.
(18) A/59 /2005, 21 March 2005, paras. 132135.
うな状況で武力行使を許可しあるいは権限を与えるのかを決定する原則の
確立を提言した。
(19)
上記のとおり，保護する責任は，安保理の機能の活性化を含む，国連憲
章体制の維持や強化の枠組で論じられてきた。保護する責任は人々を保護
する目的で具体的な行動に訴える際に援用されうる用語として論じられる
一方で，危機的状況において，迅速かつ効果的な措置を取る安保理の機能
を強化するものでもあった。
（２）パラダイム転換
保護する責任は，2005年に開催された世界サミットでの議論を経て，
成果文書の一部として採択された。合意に到った保護する責任は次の内容
である。
138．各国は，ジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，人道に対す
る罪からその国の人々を保護する責任を有する。この責任は，適
切かつ必要な手段を通して，煽動を含む犯罪の予防をも伴う。我々
は，この責任を受け入れ，それに従い行動する。国際社会は，適
宜，国家がこの責任を行うことを励まし支援すべきであり，さら
に国連が早期警報能力を確立することを支援する。
139．国際社会もまた，ジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，人
道に対する罪から人々を保護することを助けるために，国連を通
じて，憲章第６章および第８章に従い適切な外交上，人道上およ
びその他の平和的な手段を用いる責任を負う。この文脈で，我々
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(19) Ibid., paras. 125126.
は，平和的手段が不十分であり，国家当局がジェノサイド，戦争
犯罪，民族浄化，人道に対する罪から人々を保護することに明ら
かに失敗している場合には，個別事例に応じて，また関連の地域
的機構との協力において，憲章第７章を含む国連憲章に従い，安
保理を通じて時宜にかない断固とした方法で，集団的措置を取る
用意がある。我々は，総会がジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，
人道に対する罪から人々を保護する責任とその影響について，国
連憲章と国際法諸原則に留意しながら検討を継続する必要性を強
調する。我々はまた，必要に応じてまた適宜，ジェノサイド，戦
争犯罪，民族浄化，人道に対する罪から人々を保護する国家の能
力構築を助け，また危機や紛争の発生前の緊張にさらされている
国家の支援に同意する。
サミット成果文書で確認された保護する責任の概容は，以下の通りであ
る。
(20)
第一に，成果文書では，主権国家による保護する責任は確認されたが，
国際社会の責任は確認されなかった。保護する責任の特徴の一つは，人々
を保護する責任が最終的には国際社会によって担保されることであったも
のの，国際社会は国家の責任の遂行を奨励し支援する役割に後退したので
ある。第二に，国家は，ジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，人道に対す
る罪の４つの行為から人々を保護する責任を有することが確認された。し
たがって，国家による保護する責任は，状況ではなく特定の行為に関する
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(20) Bellamy, op. cit., 2011, p. 9. ベラミーの分析によれば，ICISS 報告書に
記されていた，再構築する責任，安保理による拒否権の制限への提案，軍
事的介入に関する意思決定の指針となる基準は削除された。したがって安
保理の許可がない場合には，人道目的の介入が総会あるいは地域的機構に
よって正当化される，という考えは退けられた。
ものとなり，より制限された。この４つの行為についてはパキスタンによっ
て提案された。南側諸国は，保護する責任を，大国が小国に対して用いる
道具と見なしていた。保護する責任を特定の犯罪と結びつける文言の修正
は，これら小国の懸念に対処するものであった。
(21)
第三に，保護する責任に
ついて総会において検討を継続する必要性と，国家能力の構築への国際社
会の支援が求められた。つまり包括的かつ長期的に国家を支援する国際社
会の役割が確認されたのである。その一方で，サミット成果文書において，
国際社会は国連憲章第６章および第８章に基づいて平和的手段を用いまた
地域的機構と協力すること，さらには憲章第７章の下で集団的措置を取る
可能性も提示され，安保理による集団的な措置も確認された。
サミットにおいて，国家が合意に至ったことは評価されるものの，その
内容は課題を残した。保護する責任について，議論の継続の必要性が確認
される一方で，国連憲章に基づいた具体的な措置に援用されうる可能性も
有するものとなった。つまりこの概念について，まず議論が行われるのか，
あるいは具体的な措置を取るために援用されるのか，国家の様々な理解が
サミットでの議論を通じて明らかになったのである。
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(21) Ann Orford, International Authority and the Responsibility to Protect, Cam-
bridge University Press, 2011, pp. 179180. ４つの犯罪行為の予防はすで
に国際法に根ざしており，したがって保護する責任は，新たに何かを加え
るものではない。しかし成果文書で具体化された再確認とコミットメント
によっては，過去60年の間，ジェノサイドとの闘いにおいて不足していた
普遍的かつ高水準の政治的な側面が加わったことが評価される。Edward
C. Luck, “The Responsibility to Protect : Growing Pains or Early Promise?”,
Ethics and International Affairs, Vol. 24, 2010, p. 356.
（３）言葉から行動へ
上述の通り，保護する責任について，サミット成果文書に包含され，ま
た国家の責任も４つの犯罪行為に限定された。この概念に関して，まず議
論を行うのか，あるいは具体的な措置に援用するのか，多様な解釈が可能
となった。さらに保護する責任を，国連の活動で適用することが課題となっ
た。事務総長は，保護する責任を実施し，ドクトリンの発展を目的として
特別顧問を任命した。
(22)
2009年１月の事務総長報告書「保護する責任の実
施」は，世界サミット成果文書の内容を，ドクトリン，政策さらには実践
に変えていく第一歩と位置づけた。
(23)
また報告書のタイトルに示されるよう
に，サミット成果文書で国家が合意した，保護する責任の実施方法を見い
だすことの重要性が確認されたのである。
事務総長報告書は，保護する責任の特徴を次のとおり述べる。第一に，
国家が人々を保護する責任を負うこと，また保護する責任が三つの柱に基
づくことを確認した。第一の柱は国家による保護する責任，第二の柱は国
際的な支援と能力構築，第三の柱は時宜にかなった断固とした対応である。
第一の柱は，４つの行為から人々を保護する，国家の責任であり，主権国
家の本質と国家の法的義務の双方に由来する。第二の柱である「国際的な
援助と能力構築」は，国家を支援する国際社会の公約である。これは一貫
して適用され広く支援される政策，手続き，実行を形成する上で重要であ
る。さらに，第三の柱である「適切な時期と断固とした対応」は，国連憲
章第６章から第８章，あるいは第10条から第14条に基づく，あらゆる手
段を含み，また状況に応じて早期かつ柔軟な対応がなされる。
(24)
この三つの
柱は高さが等しく，保護する責任を支え，どのような状況においても用い
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(22) A/62 /512 /Add. 1, 30 October 2007, para. 31.
(23) A/63 /677, 12 January 2009, paras. 67, 69.
(24) Ibid., para. 11.
られる準備がなされている重要性が指摘された。
(25)
第二に，第三の柱は，適切な時期に断固とした対応を取ることを指摘す
る。その手段としては，国連憲章第６章の平和的手段，第７章の強制的な
手段，第８章の地域的および準地域的取極との協力が考えられる。国連憲
章に基づいた措置の重要性が指摘され，また適切な時期に断固とした方法
を取ることが強調されるが，その際に第６章に基づく措置に訴える基準は
第７章よりも低く，強制的な措置の基準はより高くなる。さらに具体的な
行動を取る場合には，柔軟な対応を早期に行う必要性が示されている。た
だし，具体的な対応の内容は状況に応じることから，事前に指針が示され
ない。これは，政治的な要因に基づく安保理の決定がなされる懸念を発展
途上国に生じさせうるものであった。
第三に，国家は，条約および慣習国際法に基づいて，ジェノサイド，戦
争犯罪，人道に対する罪を予防し処罰する義務を負うこと，また保護する
責任は国際人道法，国際人権法，難民法，国際刑事法の下での義務を損な
うものではないこと，さらにサミット成果文書に基づく行動は，国連憲章
の規定，目的，原則に一致して行われ，したがって保護する責任は憲章の
規定に合致しない武力行使を，加盟国が控える義務を強化する。
(26)
このよう
に保護する責任は，確立された国際法と国連憲章に基づいており，単独主
義や過度な軍事的対応を阻止すること，さらに主権と責任は相互に強化し
国家の能力を強化すること，国の大小を問わずこの概念は全ての利益に資
するものであり，法の支配と国際的な制度を支援するものとして確認され
た。
(27)
「
保
護
す
る
責
任
」
の
適
用
に
お
け
る
国
連
の
活
動
の
展
開
と
課
題
12(723) 法と政治 63巻 3号 (2012年 10月)
(25) Ibid., para. 14.
(26) Ibid., para. 3．
(27) Edward C. Luck, “Remarks to the General Assembly on the Responsibil-
ity to Protect (RtoP)”, New York, 23 July 2009, p. 3.
その一方で，サミット成果文書において，総会での検討を継続する必要
性が強調されたことを受けて，保護する責任に関する会合が総会で開催さ
れてきた。
(28)
会合では，保護する責任に関するコンセンサスが確認され，ま
た世界サミット成果文書の内容についてはあらためて交渉を行わないこと
が確認された。ただし保護する責任が議論上の概念か，あるいは実践上も
用いられる概念であるのか，
(29)
については国家間でこれ以上の議論が行われ
ない状況で審議がなされていった。
Ⅱ 保護する責任の援用事例
１．保護する責任の射程
保護する責任について総会で審議される一方で，上述の通り，その実施
も国連での課題となっている。この場合に，保護する責任とは誰による，
どのような行為であるのかについては，様々な解釈がなされる。保護する
責任としての行動は，平和構築活動や開発など，国連諸機関による主権国
家を支援する，長期的かつ包括的な取り組みともなるが，憲章第７章に基
づく安保理による強制活動も含まれうるのである。
保護する責任を具体化する措置として，文民 (civilians) や人々 (civilian
population) の保護が論じられている。
(30)
安保理でも武力紛争下の文民の保
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(28) 2009年７月に保護する責任の会合，2010年８月に早期警報，評価およ
び保護する責任に関する非公式対話，さらに2011年７月に，保護する責任
の実施における地域および準地域の取極の役割について非公式対話が行わ
れた。A/64 /864, 14 July 2010, A /65 /877S /2011 /393, 27 June 2011.
(29) Samantha Power, “Forward”, Richard H. Cooper and Juliette 
Kohler (eds.), Responsibility to Protect : The Global Moral Compact for the 21st
Century, Palgrave, 2008, pp. viixiii. パワー（アメリカ合衆国）の主張は，
保護する責任の実施を想定している。
(30) Civilian の訳は文民とするが，保護する責任の文脈では，個別の状況
下で危害を加えられるべきでない全ての者が対象となる。この場合の文民
護についてテーマ別討論がなされてきた。1990年代末以降，文民に対す
る攻撃が紛争の主な目的となってきた状況を受けて，文民の保護が人道的
観点から緊急性を有することが事務総長によって指摘された。
(31)
安保理も，
武力紛争下で多数の文民が戦略上攻撃の対象となり犠牲者となってきたこ
とに懸念を示し，武力紛争下で被害を受けた文民に対する支援と保護を行
う国際社会の必要性を確認した。
(32)
さらに，安保理は，国際の平和と安全の
維持における主要な責任に留意しながら，武力紛争によって被害を受けた
人々を援助し保護する国際社会の必要性を確認し，関係当事者に対して，
国際法に基づく義務遵守を呼びかけてきた。文民の保護に関する初めての
安保理決議では，
(33)
紛争下で文民を意図的に標的とする状況について，安保
理が，国際の平和と安全に対する脅威を構成すると審議しうること，また
必要に応じて適切な措置を取る用意があることを確認した。
(34)
文民の保護に
ついては，シエラレオネに派遣された平和維持活動の職務権限にはじめて
含まれ，
(35)
平和維持活動の任務として一般化している。
(36)
文民の保護は，サミット成果文書の採択後，保護する責任との関連にお
いても論じられるようになったが，両者には共通点と相違点が見られる。
共通点として，保護対象が文民であること，また本来であれば，文民の保
護は当該国家が担うことが想定されながら，不可能であることから国際社
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と，軍隊の構成員以外の者を本来的には指す武力紛争法上の文民と一致す
る必要はない。真山全「文民保護と武力紛争法―敵対行為への直接的参
加概念に関する赤十字国際委員会解釈指針の検討―」『世界法年報』第31
号，2012年 130131頁。
(31) S /1998 /318-A /52 /871, 13 April 1998.
(32) S /PRST/1999 /6, 12 February 1999.
(33) S /RES/1265, 17 September 1999. 全会一致で採択。
(34) S /RES/1296, para. 5, 19 April 2000.
(35) S /RES/1270, October 1999.
(36) 清水 前掲書 第２章。
会が対応する枠組みとなっている点である。相違点は，関係国の同意につ
いてである。たとえ平和維持活動の設立と展開が憲章第７章に基づくもの
であったとしても，平和維持活動の派遣は受け入れ国の同意に基づき，領
土保全や主権を損なわない。
(37)
他方で，保護する責任の適用は，関係国の同
意に必ずしも基づくものではない。また活動の内容については，平和維持
活動での文民の保護は，展開地域において能力の範囲内で行われる。これ
に対して，保護する責任は，４つの行為に対するものであって，その措置
も国連憲章の第６章，第７章または第８章に基づいて，国連，地域的機構，
国家によって取られる。さらに平和維持活動は付与された職務権限を行う
が，保護する責任は，状況によっては憲章第６章から第７章への強制措置
へと進展し，憲章第７章に基づく措置も可能となりうる。
以上の通り，文民の保護と保護する責任は，措置の内容や範囲について
相違があるものの，保護対象が文民であるという共通性から，両者の関連
性が論じられてきた。
世界サミット後には，紛争下の文民の保護に関する安保理での審議にお
いて，サミット成果文書も言及されていった。文民の保護に関する事務総
長報告書において，サミット成果文書が国連憲章第６章，７章，８章に基
づいて措置を模索する，国際社会の責任を強調したことを評価した。
(38)
さら
にこの報告書に関する安保理の討論でも，保護する責任が論じられた。
(39)
文民の保護に関する安保理での公開討論では，保護する責任に対する加
盟国の多様な意見が示され，決議の採択に６カ月を要した。
(40)
保護する責任
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(37) 酒井啓亘「国連平和維持活動における同意原則の機能―ポスト冷戦期
の事例を中心に―」安藤仁介，中村道，位田隆一編『21世紀の国際機構：
課題と展望』東信堂 2004年 237278頁。
(38) S /2005 /740, 28 November 2005, para. 53.
(39) S /PV. 5319, 9 December 2005.
(40) 決議の採択には，非常任理事国の交替と決議の文言の修正が必要であっ
と文民の保護の関連性を積極的に評価する国は，サミット成果文書での保
護する責任と紛争下の文民の保護の明確な関連を指摘した（イギリス)。
(41)
他方で，ロシアや南アフリカは安保理においてこの概念の実行を論じるの
は時期尚早であり，総会での議論の必要性を指摘した。
(42)
公開討論から半年後に採択された，武力紛争における文民の保護に関す
る安保理決議1674は，前文で「武力紛争の当事者が，被害を受けた文民
を保護することを確実とするために全ての可能な措置を取る主要な責任を
担うことを再確認し，国際の平和と安全の維持のための国連憲章に基づく，
安保理の主要な責任を留意し，また紛争予防と解決を目的とした措置を取
る重要性」を強調し，主文で「４．ジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，
人道に対する罪から人々を保護する責任に関する，2005年世界サミット
成果文書の第138，139パラグラフの規定を再確認」した。
(43)
2009年１月に事務総長報告書が発表された後，11月に「武力紛争にお
ける文民の保護」が安保理で審議された。会合では，文民の保護について
保護する責任の文脈で安保理による行動が評価されたが，その一方で，総
会での議論の必要性も主張された。ただしいずれの国も，文民の保護に関
しては，当該政府が主要な責任を担うことに合意した。また４つの犯罪行
為に関しては，文民の保護に加えて，不処罰の阻止，国内や国際的な刑事
裁判所での処罰や訴追の必要性を指摘するなど，包括的な取り組みの必要
性が認識されていた。
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た。Bellamy, op. cit., 2009, pp. 135139. 安保理での決議採択に至る交渉が
困難であったことから，保護する責任の主導国は，2005年に合意されたサ
ミット成果文書の内容の後退を恐れて，安保理での用語の援用に積極的で
はなかった。Bellamy, op. cit., 2011, pp. 2829.
(41) S /PV. 5319 Resumption, 9 December 2005, p. 9.
(42) Ibid., p. 19.
(43) S /RES/1674, 28 April 2006. 全会一致で採択。
以上の通り，文民の保護と保護する責任については，個人の生命を守る
という目的については共通の理解は見られるものの，法的根拠や保護の措
置については意見は多様である。前者が平和維持活動の職務権限において，
展開範囲内で能力に応じて文民を保護する実質的な措置である一方で，後
者は，国連憲章第６章，７章，８章に基づいた措置が援用されうる広範囲
な内容であった。
２．個別の状況への対応
保護する責任については，総会での審議の継続がサミット成果文書で合
意されながら，｢平和的手段が不十分であり，国家当局がジェノサイド，
戦争犯罪，民族浄化，人道に対する罪から人々を保護することに明らかに
失敗している場合には，個別事例に応じて，また関連の地域的機構との協
力において，憲章第７章を含む国連憲章に従い，安保理を通じて時宜にか
ない断固とした方法で，集団的措置を取る用意がある」ことも確認されて
いる。それでは保護する責任は，安保理において具体的にどのように援用
されてきたのであろうか。
安保理の議論において，保護する責任またはサミット成果文書に言及し
た文書が取り上げられたのは，スーダン（ダルフール)，リビア，コート
ジボワール，シリアの状況についてである。個別事例において，保護する
責任やサミット成果文書がどのように言及されまた主張されたのか検討す
る。
（１）サミット成果文書への言及
スーダンのダルフール状勢に関する安保理決議1706は，サミット成果
文書の関連パラグラフに言及した，文民の保護に関する決議1674に触れ
（主文12)，憲章第７章に基づいて行動することを決定し，国連スーダン
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ミッション (UNMIS) が展開地域であらゆる必要な措置を講じることを承
認されていると決定した。決議1706において，サミット成果文書の第138，
139パラグラフは，文民の保護に関する決議1674の説明として言及された。
したがって，保護する責任はスーダン情勢との関連で明示的には確認され
てはいない。決議は，国連憲章第７章に基づいて，UNMIS が，スーダン
政府の責任に抵触することなく，文民を身体的暴力から保護するために，
あらゆる必要な措置を取ることを承認されていると決定した。
(44)
この決議は，賛成12，反対０，棄権３で採択された。保護する責任や
文民の保護に言及したイギリス，ギリシャ，アルゼンチン，ガーナは，い
ずれも決議に賛成した。イギリスは，決議の採択について，ダルフールの
人々に対する責任を担う用意があることを示すものであり，国連はスーダ
ン政府を支援し行動し，また同国の主権と領土保全を約束していること，
サミット成果文書については，本決議が責任について明確に言及し，平和
維持活動に権限を与えた最初の文書であることを歓迎した。イギリスはま
た，文民の安全確保は，スーダン政府の主要な責任であるとして，その内
容が成果文書を逸脱するものでないことも確認した。
(45)
ギリシャは，ダルフー
ルの状況が悪化する中で，安保理が責任を担い直ちに行動すること，安保
理が人道上の危機に直面した場合には，その状態を阻止するために迅速に
行動する道義上の義務を有することを指摘した。決議に文民の効果的な保
護の文言が含まれていることについては，ダルフールにおける安保理の包
括的な戦略にとって重要であることを指摘した。ただしギリシャは，文民
の保護が決議に含まれた，と指摘するにとどまった。
(46)
アルゼンチンは，国
連の主要な義務が文民の保護であることを指摘し，安保理は脆弱な人々の
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(44) S /RES/1706, 31 August 2006.
(45) S /PV. 5519, 31 August 2006, pp. 34.
(46) Ibid., p. 8.
集団を保護する責任から逃れてはならないと述べ，
(47)
ガーナは，アフリカ連
合設立条約第４条 (h) に規定された，アフリカ連合が加盟国に介入する
権利に言及し，自国の投票が同原則を再確認するものであると述べた。
(48)
一方で，棄権票を投じた中国，カタール，ロシアは，保護する責任に言
及していない。中国は，現段階での決議採択は，ダルフール情勢の一層の
悪化を阻止するものではなく，また決議の円滑な実施に貢献しないとする。
さらに中国は，投票を棄権した理由として決議採択の時期と決議の文言を
挙げた。
(49)
カタールは，安保理での総意の重要性を主張し，
(50)
ロシアは，国民
統一政府の同意の必要性を述べた。
このように，ダルフール情勢についての安保理決議の採択では，数カ国
が保護する責任や文民の保護について触れたものの，棄権票を投じた国は，
保護する責任には言及せず，スーダン政府の同意が得られない状況での決
議採択が，現地に及ぼす影響について疑問を呈していた。ダルフール情勢
に関する決議採択の過程からは，保護する責任が，積極的に是認されたこ
とは証明されないであろう。さらに，保護する責任を，世界サミットが開
催された2005年より前のダルフールの状況に適用することの妥当性も疑
問視された。また紛争が継続しているダルフールは，予防を優先させる保
護する責任が適用できる状況ではないことも指摘された。
(51)
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(47) Ibid., p. 9.
(48) Ibid., p. 10.
(49) Ibid., pp. 45. 決議の表現について，中国は,「国民統一政府の同意に
より」との文言を含むべきであったと指摘した。
(50) Ibid., p. 7.
(51) Ekkehard Strauss, The Emperor’s New Clothes? The United Nations and
the implementation of the responsibility to protect, Nomos, 2009, pp. 114115.
（２）安保理決議に基づく武力行使
安保理決議に保護する責任や文民の保護が言及され，憲章第７章に基づ
く措置が取られた事例としては，リビア情勢に対する強制措置とコートジ
ボワールに展開中の平和維持活動の文民保護の職務権限の拡大がある。
リビア情勢に対しては，憲章第７章に基づき経済制裁（安保理決議
1970）が決定され，引き続いて決議1973が採択され，安保理は文民を保
護する目的で初めて武力行使を許可した。
(52)
２月26日に全会一致で採択された決議1970は，リビア当局による人々
を守る責任を想起し（前文)，安保理が憲章第７章の下で行動し第41条に
基づいて措置を取ること，国際刑事裁判所 (ICC) への状況の付託，武器
禁輸，渡航禁止，資産凍結，制裁委員会の設立を決定した。
(53)
翌月の決議
1973は，リビア当局がリビアの人々を保護する責任と，
(54)
武力紛争の当事
者が，文民の保護を確実とするための全ての可能な措置を取る主要な責任
を有することを再確認し（前文),「４．加盟国に対して，攻撃の脅威にさ
らされている文民とその居住区域を保護するために，全ての必要な措置を
取ることを許可する。５．地域での国際の平和と安全の維持に関連する事
項における，アラブ連盟の重要な役割を確認し，国連憲章第８章に留意し
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(52) リビアの状況と保護する責任に関しては，政所大輔「国連における
「保護する責任」概念の展開―リビア危機への適用をめぐって」『国連研
究』第13号 2012年 209230頁を参照。
(53) S /RES/1970 (2011), 26 February 2011.
(54) “Recalling the responsibility of the Libyan authorities to protect the Lib-
yan population and reaffirming that parties to armed conflicts bear the primary
responsibility to take all feasible steps to ensure the protection of civilians”,
S /RES/1973 (2011), 17 March 2011. 同決議においても，リビア当局の責
任および武力紛争当事者の，文民の保護を確実とするために全ての可能な
措置をとる主要な責任については言及されているが，国際社会の責任は触
れられていない。
つつ，アラブ連盟の加盟国に対して，第４項の履行において他の加盟国と
協力することを要請する」と定めた。事務総長は，安保理の会合の直後に
声明を発表し,「本日，安保理は，歴史的な決定を行った。決議1973は，
国際社会が，政府から暴力行為を被る文民を保護する責任を実行する決意
を明確に確認した」
(55)
と述べた。
決議1973は賛成10，反対０，棄権５で採択された。棄権票を投じた国
（ブラジル，中国，ドイツ，インド，ロシア）は，武力行使の決定に対し
て慎重な意見を述べた。
(56)
武力の使用にはリスクが伴い，軍事力が効果的で
ない場合には，より広範囲に影響を及ぼす紛争の悪化に陥る危険性がある
こと，楽観的な推測に基づいて軍事行動を取るべきではなく，文民を保護
する目的での軍事行動を支持しないことが指摘された（ドイツ)。またリ
ビアについて信頼できる十分な情報がない状況で，国連憲章第７章に基づ
く措置が決定されたことに同意できないこと（インド)，決議1973で認め
られた措置は過度なものであって，武力行使が，武力の停止と文民の保護
という共通の目的の達成をもたらすことは確定できず，さらに武力行使が
現地の緊張状況を悪化させ，市民に対してより悪影響を及ぼす懸念も述べ
られた（ブラジル)。また決議の採択は，大規模な軍事介入の可能性を有
すること（ロシア)，国際関係における武力行使への反対（中国）等の発
言がなされた。この決議の採択によって，カダフィ政権の軍の撤退と，同
政権が人道支援機関のアクセスを認めるまでの約８ヵ月間，北大西洋条約
機構 (NATO) を中心とした軍事行動が取られた。
(57)
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(55) Statement by the Secretary-General on Libya, New York, 17 March 2011.
(56) S /PV. 6498, 17 March 2011.
(57) North Atlantic Treaty Organization, “NATO and Libya-Operation Unified
Protector” (updated 13 January 2012), http://www.nato.int/cps/en/natolive/
topics_71652.htm (accessed 1 March 2012)
コートジボワールでは，平和維持活動による文民保護の措置が拡大され
た。国連コートジボワール活動 (UNOCI) は，すでに2007年に憲章第７章
に基づいて「その能力と展開の区域において身体的暴力の即座の脅威の下
にある文民を保護する」
(58)
職務権限が付与されていた。2011年の大統領選
挙の結果をめぐり，バグボ大統領とワタラ派との対立が明らかになり，治
安軍が文民を攻撃する事態となった。これに対応するために，３月30日
に安保理決議1975が採択された。同決議は,「コートジボワールの主権，
独立，領土保全と統一への強力なコミットメントを再確認し，善隣，不介
入，地域協力の重要性を想起し，……文民を保護する各国の主要な責任を
再確認し，武力紛争の当事者が，文民の保護を確実とし，人道支援の支障
のない通過また人道要員の安全を促進する全ての可能な措置を取る主要な
責任を負うことを繰り返し……全ての人権と基本的自由を促進しまた保護
し，人権と国際法の侵害を捜査し，その行動に責任を持つ者を訴追するコー
トジボワールの責任を再確認し，文民の人々に対して行われるコートジボ
ワールでの攻撃は，人道に対する罪に相当しうるものであり，そのような
犯罪の行為者は，国際法に基づいて責任を追及されなければならないこと，
……コートジボワールの状況が国際の平和と安全に対する脅威を構成し続
けることを決定し，国連憲章第７章の下で行動し｣，西アフリカ諸国経済
共同体 (ECOWAS)，アフリカ連合 (AU) から承認された通り，ワタラを
コートジボワールの大統領とする選挙結果と人々の意思を尊重することを
促した（主文１)。また文民に対する全ての暴力への断固とした非難を繰
り返し（主文５)，その能力と展開区域において，身体的暴力の差し迫っ
た脅威の下にある文民を保護する職務権限を実行するために，全ての必要
な手段を用いる UNOCI への完全な支援を強調した（主文６)。このよう
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(58) S /RES/1528 (2004), 27 February 2007.
に，文民の保護を目的として UNOCI が武力を用いることが決議で確認さ
れた。
この決議は全会一致で採択されたものの，安保理の理事国の意見は多様
であった。中国は，国連の平和維持活動が中立原則を厳密に守るべきであ
ると発言し，
(59)
インドは，国連の平和維持要員が体制移行の道具になっては
ならないこと，UNOCI が政治的なこう着状況において当事者として内戦
の巻添えになるべきではないことを述べた。
(60)
ブラジルは，平和維持活動が
文民保護の職務権限を実行しながら，紛争の当事者となる懸念を表明し，
中立の立場で行動する重要性を指摘した。
(61)
その一方で，平和維持活動による文民保護の重要性も確認された。平和
維持活動が，身体的暴力の差し迫った脅威の下にある文民の保護を確実と
するために，安保理によって提供される職務権限を最大限に用いることが
奨励され（ドイツ)，文民を保護する行動を強化した決議は UNOCI の職
務権限の変更ではなく，UNOCI はすでに文民を保護する全ての必要な手
段を用いることが認められており，全ての当事者による文民保護の重要性
が強調された（イギリス)。
(62)
４月には，事務総長が，首都アビジャンにおいて文民を保護する目的で，
UNOCI に対して，文民に対する重火器の使用の阻止を含む，全ての必要
な措置を取ることを許可した。安保理での審議では，UNOCI の行動は，
決議1975において認められた範囲内であることが確認されたものの，中
立性の維持が求められた。
(63)
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(59) S /PV. 6508, 30 March 2011, pp. 67.
(60) Ibid., p. 3.
(61) Ibid., p. 4.
(62) Ibid., p. 6.
(63) “Insights on d’Ivoire”, What’s in Blue, posted on 5 April 2011, 1 : 02
PM. http://whatsinblue.org/2011/04/insights-on-c244te-divoire.php (accessed
（３）決議の不採択
シリアの状況については，文民の保護が求められながらも，決議案がロ
シアと中国の拒否権の行使によって否決されてきた。2011年10月の決議
案 S /2011 /612は，シリア当局による文民に対する武力行使を非難し，人々
に対する人権と基本的な自由の付与を求め，シリアが決議を履行できない
場合には，国連憲章第41条の下の措置を含むオプションを考慮すること
が記された。また２月４日の決議案 S /2012 /77 は，アラブ連盟による民
主的な政治移行の計画を支持し，シリアの主権，独立，領土保全への強い
コミットメントを再確認し，シリアにおける政治的危機を平和的に解決す
る意図を強調しつつも，この決議のいかなる記述も国連憲章第42条の措
置を承認するものではないことに留意し（前文)，シリア当局による人権
と基本的自由の広範かつ著しい違反を非難し（主文１)，シリア政府に対
して全ての人権侵害を直ちに停止するように要求し（主文２)，全ての関
係者に対して，全ての暴力または報復の即時停止を要求した（主文３)。
決議案の採択において反対票を投じたロシアと中国は，投票行動の説明の
際に文民の保護については触れていない。ロシアは，決議案が政権の変革
を求めていることに反対し，中国は内政不干渉原則の重要性と対話による
問題解決を指摘した。
ロシアと中国による拒否権の行使に対して，他の理事国からは懸念が表
明された。決議の不採択によって，基本的な人権のための闘いへの支持を
安保理のある国々が示すことができず，シリアの人々と地域にとって深い
失望となること（イギリス)，
(64)
安保理はシリアの人々の責任を肩代わりす
る機会を逃したことが指摘された（アメリカ)。
(65)
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3 April, 2012).
(64) S /PV. 6627, 4 October 2011, p. 7.
(65) Ibid., p. 9.
３．安保理での審議における課題
以上の通り，保護する責任やサミット成果文書が，安保理で審議され，
また決議にも含まれてはいるものの，保護する責任が論じられた状況や紛
争の経緯は多様であり，概念の援用も一定の基準に基づいてはいない。スー
ダンの事例では，平和維持活動の権限を拡大し，文民保護のための武力行
使を認める決議の説明としてサミット成果文書が言及された。リビアでは，
文民保護を目的とした武力行使を認める決議の前文で，リビア当局による
人々を保護する責任が繰り返し述べられた。コートジボワールでは，平和
維持活動の権限を拡大した決議の前文で，文民を保護する各国の主要な責
任と，紛争当事者が文民を保護するために全ての必要な手段を取る重要な
責任が確認された。シリアについては，人々を保護するシリア政府の主要
な責任が想起され文民の保護が求められたものの，拒否権の行使によって
決議案は採択されなかった。
このように，安保理での事例における保護する責任の援用は多様であり，
保護する責任が政治的に用いられる概念であれば，決議の文言や安保理で
の会合での加盟国の発言のみに着目して保護する責任を検討することは，
必ずしも有益な作業とは言えないであろう。現段階では，安保理において
概念が援用される際に生じる国家間の対立の内実を指摘することが，より
意義を有すると考えられる。
安保理での審議過程からは，保護する責任を目的とした措置の内容と対
象に関する問題点が明らかにされる。保護する責任は，如何なる措置を誰
に対して取るのか，について様々な解釈がなされる。特に国家が責任を担
えない場合での国際社会の対応は，サミット成果文書では国家に対する支
援の役割として確認されたが，上述の通り，国連憲章を根拠とした多様な
措置が実施されうる。そのような行動の多様性とその効果が，保護する責
任の援用における課題となる。
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たとえばリビアに対して強制措置を認めた安保理決議1973では,「加盟
国に対して，リビアで攻撃の脅威にさらされている文民とその居住地を保
護するために全ての必要な措置を取ることが認められた」(主文４）が，
文民と居住地を保護するために，誰に対してどのような措置を取るのか，
について様々な解釈がなされる。文民や文民の居住地を保護するために必
要と見なされれば，カダフィは直接の攻撃の対象となる。つまり安保理決
議は，カダフィが紛争において勝利することを阻止するものとも解釈され
た。
(66)
すでに決議1973の採択前に，ヨーロッパ諸国はカダフィに対して指
導的な立場からの辞任を要求しており，そうであれば，NATO の任務は，
文民や居住地の保護を目的としつつも，文民を守る上での必要な措置とし
て，政権の変革をも想定しうるものであったと言える。
コートジボワールに関しては，UNOCI に文民保護の職務権限が与えら
れていたが，憲章第７章に基づいてより積極的な措置を取ることが認めら
れた。ただしこれは，UNOCI を平和強制の措置を取る平和維持活動へと
転換させる決定ではなかった。上述の通り，平和維持活動が，憲章第７章
に基づいて派遣されることが国連の慣行となっている状況においても，平
和維持活動の展開は当該国の合意に基づく。紛争当事者は，憲章第７章に
基づく措置の実施にあらかじめ一般的に同意しており，したがって戦略上，
強化された平和維持活動の展開が可能となった。
(67)
平和維持活動の合意原則
が尊重されている状況においては，当該国家の正当な政府の確認が重要と
なる。安保理が，大統領選挙でのワタラ選出を是認した ECOWAS や AU
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(66) Dapo Akande, “What does UN Security Council Resolution 1973 permit ?”,
EJIL Talk, March 23, 2011, http://www.ejiltalk.org/what-does-un-security-
council-resolution-1973-permit/ (accessed 2 April 2012).
(67) 酒井啓亘「国連安保理の機能の拡大と平和維持活動の展開」村瀬信也
編『国連安保理の機能強化』東信堂 2009年 117頁。
による見解を確認したことにより，平和維持活動の展開において，バグボ
の同意が必要とはされず，
(68)
さらにはコートジボワールの体制の変化を外部
から支援することになった。
以上のように，安保理での審議や決定は保護する責任の適用によって生
じうる問題を示した。それは，主権を尊重するはずの保護する責任が，実
際には政府や指導者に対して変革を促しあるいは指導者の退陣を求めると
いう，国家主権に対する挑戦になることである。他方で，シリアに関して
決議案が否決されたことは―たとえそれが憲章第７章に基づく行動の可能
性を明確に排除する内容であったとしても―特定の国の人権侵害状況につ
いて，安保理において断固とした行動を取れないばかりか，かえって主権
国家による人権侵害行為を国際社会が黙認するとも見なされる状況を提示
したのである。
Ⅲ 国連における保護する責任の意義と課題
保護する責任の提唱時からサミット成果文書の採択に到る過程では，国
連憲章に基づく安全保障体制，つまり安保理の機能の活性化が望まれてい
た。国連での実行を検討する限り，保護する責任が安保理の機能強化に結
びついたとは言えないであろう。むしろ保護する責任の解釈と援用につい
て国家間の見解の対立が示された。現段階において，保護する責任概念が，
安保理の機能の強化に資する役割を担ってきたとは論証されない。他方で，
保護する責任が，国連で援用されていることは，国連の事務局の機能強化
をもたらすとも考えられるのである。
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(68) Alex J. Bellamy and Paul D. Williams, “The new politics of protection?
d’Ivoire, Libya and the responsibility to protect”, International Affairs,
Vol. 87, 2011, p. 833.
１．国連における意義
（１）国連事務局の権限の強化
保護する責任は，国連の事務局の機能を実質的に強化する役割を担って
きた。それは，国連事務総長による保護する責任の積極的な援用を通して
示される。まず，事務総長は，保護する責任の特別顧問のポストを自らの
権限に基づいて設立した。当初，事務総長は総会の第５委員会に対して，
顧問職の設立について予算措置を要請したものの認められなかった。
(69)
そこ
で事務総長は，予算措置のない暫定職の設立を自らの権限で決定した。こ
の決定について，加盟国は，総会手続に基づかない措置であり，また事務
局は新しい職を創設する権限を有しない，と懸念を示した。これに対して
事務局は，無償の職の任命は例外的であり，これまでも歴代の事務総長に
よって行われてきたこと，さらに過去の事例においても総会での承認は求
められなかったことを指摘した。
(70)
国連事務局は国連の主要機関であり（国連憲章第７条)，事務総長は行
政職員の長として，総会と理事会でその資格で行動し（第97条)，総会や
理事会から委託される任務を遂行し（第98条)，国際の平和と安全の維持
の脅威と認められる事項について安保理の注意を促し（第99条)，さらに
は政治的な役割をも担う。事務総長による顧問職の設立の権限については，
明示の規定はないが行政職の機能として説明されうる。国連憲章について
は，関連機関が一義的にその任務に関連する規定を解釈することから，
(71)
事
務総長による顧問の設立についても，同様の権限として考えられる。ただ
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(69) A/62 /512 /Add.1, 30 October 2007, para. 31.
(70) GA/AB/3837, 4 March 2008.
(71) 事務局の活動の法的根拠は，国連事務局が国連の主要機関であること
に由来する。国連憲章の解釈については，各機関が第一次的には自ら管轄
権を決定する。ICJ Reports, 1962, p. 168.
し，事務局の説明によれば，顧問職の設立は例外である。そうであるとす
れば，事務総長の裁量に基づくポストの設立が，国連内部における制度的
慣行となりえるのかについては，
(72)
今後の実行と検討が求められる。また新
しいポストの設立が事務総長の権限に含まれるとすれば，事務総長の権限
に対する制限について問題となろう。明示の規定としては，憲章第97条
の安保理の勧告に基づく総会による任命手続が考えられる。この規定によ
り，事務総長の任命には安保理の常任理事国の支持が必要であり，さらに
その活動についても，常任理事国の希望する内容，範囲において，となる。
ただしこの手続は，事務総長の任命および再任命の際にのみ用いられるの
であって，事務総長の通常の任務に対しては機能しない。
事務総長による顧問職の設立は，国連の内部事項でありながら，保護す
る責任の内実や実施に影響することから，
(73)
保護する責任の援用や発展に，
事務総長をはじめ国連がイニシアチブを取ることを示す。
このように国際社会の規範の変革を促す役割は,「規範の事業者 (norm
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(72) 藤田久一によれば，国連の制度的慣習としての慣行は（例として安保
理の表決規定)，関係諸国の態度が継続して一致することに由来しまた慣
行過程への関係機関の関与も確認されている。事務総長のポスト設立は，
①明確な規定がないこと，②関係国の懸念が示されていること，③制度的
慣習となっているのか，についていずれも首肯し難いことから，制度的な
慣行とは言えないと考えられる。制度的慣行については，藤田久一『国連
法』東京大学出版会，1998年 137頁，236頁。
(73) 特別顧問の任務は，世界サミット成果文書で明らかにされた規範と目
標の実現を国連が支援する方法について加盟国と審議し，また国連システ
ムや他の機関，国際社会が保護する責任の実施を支援する方法の評価につ
いて国連事務局や他のアクタ―と協働し，さらにこの規範の促進のフォー
カルポイントとなり，これら目的を国連が最善の方法で前進させ支援する
のかについて事務総長に助言するために，協議や討論や評価の結果を利用
し，この分野で事務総長が決定を実行することへの支援であった。A/62 /
512 /Add. 1, 30 October 2007, para. 31.
entrepreneur)」
(74)
と称される。規範の事業者とは，特定の主義や目標への
支援を集め，それを行動の規範として結晶化しようとする主体と説明され
る。
(75)
規範の事業者は，国際政治において規範を生み出し，解釈し，制度化
する。歴代の国連事務総長もこの役割を担ってきたと考えられる。ハマー
ショルドが提唱した平和維持は平和維持活動の創設に結びつき，ガリによ
る平和への課題や平和構築は，平和の概念の再定義や平和構築委員会の設
立へと至るものであった。保護する責任を国連での議論に取り入れたのは
アナンであるが，バンも保護する責任に積極的に言及する。
それでは「規範の事業者」という国際政治の概念を用いて事務総長の機
能を説明する際に，事務総長が国連の行政職の長であり，また政治的な役
割を担うことに加えて，国際社会の規範なるものを提案しまた発展させる
役割をどのように説明できるのだろうか。
(76)
これは，国際社会で提案された
規範を事務総長が支持することによりその発展を助けるのか，あるいは事
務総長や国際機構が，より積極的な役割を担うようになり，規範の発展を
促すようになったのか，様々な説明が可能となる。いづれにせよ保護する
責任の提唱後に，事務総長はこの概念を国際社会の機能不全に対応するた
めに用い，国連の改革の議論において言及し，さらには人権侵害の状況を
説明した。つまり，保護する責任の援用により，国連事務局が積極的にこ
の問題に対応することを示し，国際社会における国連事務局の実質的な機
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(74) Ian Johnstone, “The Secretary-General as norm entrepreneur”, Simon
Chesterman (ed.), Secretary or General ? The UN Secretary-General in World
Politics, Cambridge, 2007, pp. 123138. 国際政治における規範については，
国際関係理論のコンストラクティビズムの研究が参考となる。Marth
Finnemore and Kathryn Sikkink, “International Norm Dynamics and Political
Change”, International Organization, Vol. 52, 1998, pp. 887917.
(75) Johnstone, op. cit., p. 126.
(76) Chesterman, “Introduction”, op. cit., p. 3.
能強化がなされているとも考えられるのである。
（２）国際機構間の協力の可能性
上記で概観したように，安保理における４つの事例においては，地域的
機構による積極的な取り組みがなされた。地域的機構と国連との役割は，
国連憲章第８章に基づき，国際の平和と安全の維持に関する事項について，
地域的な行動に適当なものを処遇する地域的機構の存在が確認され，また
国連加盟国は，地域的機構を通じての紛争の平和的な解決を達成するため
に，あらゆる努力を行わなければならない（国連憲章第52条)。サミット
成果文書でも，国際社会が，国連憲章第８章に従い，外交上，人道上その
他の平和的手段を用いる責任を負うこと，平和的な手段が不十分であり，
国家が４つの行為から人々を保護することに明らかに失敗している場合に
は，地域的機構と協力しながら，国連憲章に従い，安保理を通じて集団的
行動を取る用意があることが確認された。とくに2009年の事務総長の報
告書では，第三の柱である，適切な時期と断固とした対応として，憲章第
８章による措置も含まれることが記されている（第51パラグラフ)。地域
的機構と安保理との関係として，従来は，平和維持活動の展開における協
力や，地域的機構による軍事行動など，安保理の決定や措置を支援する役
割が着目されてきた。安保理で保護する責任が援用される状況において，
地域的機構の対応として以下の点が指摘される。第一に，地域的機構での
審議や決定が安保理と並行して行われていることである。過去において地
域的機構は，内政不干渉原則に基づいて，加盟国の人権侵害について審議
しあるいは論じることを回避してきた傾向にある。ところが，上記で論じ
た事例では，地域的機構がより積極的な対応を取ってきた。
(77)
たとえばリビ
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(77) 人権理事会の議論では，保護する責任の援用に関して地域的機構は必
ずしも協力的ではなかった。スーダンの情勢について，人権理事会は，ハ
ア情勢について，２月には国連の安保理，事務総長特別顧問，人権高等弁
務官が発言を行ったが，同日にはアラブ連盟が緊急会合を開催し，文民に
対する武力行使を非難した。イスラム諸国会議機構 (OIC) もリビアでの
文民に対する過度の武力の行使に対して批判を行った。リビアの状況につ
いて，地域的機構は安保理が強制措置を審議しうる条件を確立し，監視の
役割を担った。
(78)
地域的機構はまた，当該国家の会合への出席の停止を決定するなど加盟
国にある種の制裁を課した。
(79)
アラブ連盟は，リビアが全ての暴力行為を終
えるまで会合への出席停止を決定し，シリアに関しても，アラブ連盟が提
示した行動計画に同意しながらもその不遵守を理由として，会合への出席
を停止した。
(80)
またコートジボワールの選挙後に，ECOWAS はワタラが大
統領として選出されたことを承認し，バグボに対して選挙結果を受け入れ
権力を明け渡すことを求め，さらにはコートジボワールの ECOWAS への
意思決定機関への参加停止を含む制裁を決定した。
(81)
AUも，ECOWAS に
よる上記のコミュニケを支持し，民主的に選出された大統領が権力を担う
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イレベルミッションを設立した。同ミッションは，保護する責任を初めて
用いて，スーダン情勢を分析したところ，アラブ，アジア諸国，OIC は
報告書を批判した。この批判に対峙したのはヨーロッパ諸国，カナダ，オー
ストラリア，日本，サハラ以南のアフリカであった。人権理事会では，同
理事会が，国家の責任を追及する手段として保護する責任を用いる権限を
有するのかについて論じられた。Bellamy, op. cit., 2009, pp. 125127.
(78) Bellamy and Williams, op. cit., p. 839.
(79) D. W. Bowett, The Law of International Institutions, Fourth Edition,
Sweet and Maxwell, 1982, pp. 386389.
(80) LAS Min. Council Res. 7438, 12 November 2011. Bellamy, op. cit., 2011,
p. 31.
(81) ECOWAS, “Communique on the Extraordinary Session of the Authority
of Heads of State and Government on Cote D’Ivoire”, No. 188 /2010, 7 Decem-
ber 2010.
まで，AUの全ての活動へのコートジボワールの参加停止を決定した。
(82)
さ
らに，地域的機構は，指導者の辞職を促し，
(83)
選挙結果を確認し，
(84)
政権が正
統性を失ったことを指摘した。
(85)
国連の行動と並行して行われるこのような地域的機構の決定は，サミッ
ト成果文書で指摘された地域的機構との協力体制として説明されうる。と
りわけ，地域的機構が当該国家の人権侵害行為を批判し，また措置の是正
を求める動向は，保護する責任の実行例として，さらには国連と地域的機
構の新しい関係の構築へと導くものとなる可能性を有すると言える。
２．課題
国連における保護する責任の議論と援用は，意義と同時に課題を提示し
た。第一に，総会と安保理における加盟国の認識と対応の違いを露呈し，
意思決定に影響を及ぼすことが明らかになった。リビアやコートジボワー
ルの事例からは，文民を保護する責任が援用され，安保理の決定に基づく
措置によって指導者が政権から追われ，政権の転換が図られたとも理解さ
れた。
(86)
保護する責任については，主権国家の主要な責任が国家間で合意さ
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(82) African Union, Peace and Security Council, “Communique”, PSC/PR/
Comm. 1 (CCLII), 252nd Meeting, Addis Ababa, Ethiopia 9 December 2010.
(83) 2011年３月４日，コートジボワールに関する AUによるハイレベルパ
ネルは，バグボに辞職を促した。
(84) 2011年３月10日 AU平和安全保障理事会サミット会合。
(85) 2011年３月10日 湾岸協力会議はカダフィ政権が正当性を失ったと述
べた。
(86) 文民の保護に関する安保理の討論において，リビアに関する決議1973
の採択が，一方で文民を予防したものの，他方で，文民保護と，将来の危
機における行動の枠組を提供するという重要な役割を損なったことについ
て懸念が表明された。Valerie Amos, USG for Humanitarian Affairs and
Emergency Relief Coordinator, S /PV. 6531, 10 May 2011, p. 4.
れたものの，主権国家に対して国連が影響を及ぼす可能性も提示された。
特にリビアに関しては，安保理決議1973に基づいた軍事行動は，一部の
国による決議の乱用であるとさえ指摘され，これがシリアに関する安保理
での審議に影響を及ぼしたとも考えられている。
また保護する責任における課題としては，主権国家による主要な責任が
合意されながらも，状況に応じては，国際社会が時宜にかなった断固とし
た行動を取ることが確認されており，さらに主要な責任を国家が担ってい
るのかについての判断を，国際社会が行う過程である。この手続は，国際
社会が国家主権の内実を決定し，国家主権が尊重されない状況を生みだす。
国際社会によるこのような行動が，はたして保護する責任によって目指さ
れる国家主権の強化に資するのかが論じられよう。
第二に，保護する責任が援用され文民の保護を目的とする安保理決議は，
国際の平和と安全に対する脅威を構成する，という安保理の認定に基づく
点についてである。保護する責任に関連する措置は，国連憲章第７章に基
づく。そうであれば，国家がジェノサイド，戦争犯罪，民族浄化，人道に
対する罪から人々を保護できない場合に，安保理を通じて集団的措置を取
り得ること，その際に，安保理による行動を可能にする決定のプロセスを
めぐる問題が生じるであろう。保護する責任が４つの行為に特定されたこ
とから，国際の平和と安全に対する脅威を構成するものとして認定される
のは，状況ではなく特定の行為となる。そこで安保理は，まず行為につい
て特定化し，さらにその行為が国際の平和と安全に対する脅威を構成する
のかを認定するという，いわば二段階の判断が求められる。その場合には，
はたして安保理が行為を特定化する機能を有するのか，また行為を特定化
できるのか，という問題が生じる。保護する責任の援用が正当化されうる
ためには，４つの行為を厳密に特定化すること，つまり法に基づく正当化
の必要性が指摘されるが，
(87)
保護する責任に基づく実行は，安保理の権限に
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関する議論を促す。さらに４つの行為に対して，安保理による強制措置が
適切であるのかという問題も生じるのである。
安保理における議論は，文民の保護が平和維持活動の職務として行われ
る一方で，強制的な措置が取られる可能性と，保護する責任の援用によっ
て政権が転換されうることを示した。さらには，サミット成果文書で確認
された主権国家における保護する責任が尊重されたのか，またこれら事例
が４つの行為に対する措置であったのかなど，保護する責任の援用によっ
て生じ得る具体的な問題を顕在化したのである。
ま と め
保護する責任が提唱され，サミット成果文書として国家が合意に到った
ことは国際社会において評価される。合意された保護する責任は，ICISS
によって提案され，また国連改革の文脈で論じられていた内容とは異なる
ものとなった。保護する責任については議論を続けることが確認されなが
ら，個別具体的な状況に援用され措置が取られる可能性も有している。こ
の概念に対する議論や安保理での援用は，一方では責任を有する国家主権
を強化することが目指されながらも，他方で国際社会による積極的な取り
組みをも促すものであった。また保護する責任の援用が安保理の機能強化
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(87) 国際的な刑事裁判所において，これら犯罪は規定されまた判断におい
ても確認されている。したがって安保理も，裁判所の実行を参考とした判
断が求められることが十分に考えられる。これら犯罪の共通の特徴は，①
規模の大きさや重大性，②戦時や平時を問わず行われうること，③国際法
上の規律に基づくこと，④指導者によって主導されること，である。
David Scheffer, “Atrocity Crimes Framing the Responsibility to Protect”,
Richard H. Cooper and Juliette Kohler, Responsibility to Protect : The
Global Moral Compact for the 21st Century, Palgrave Macmillan, 2009, pp. 92
93.
と結びつくことは現段階では証明されないものの，国連の事務総長や事務
局の機能を実質的に強化している傾向は示された。
国際社会での保護する責任の援用は課題をも提示した。本稿の冒頭で指
摘した通り，この概念が提唱されたのは，スレブレニッツァやルワンダな
どの状況に対して国際社会は如何に応えるのか，国連憲章体制の機能不全
をどのように解決するのか，緊急かつ具体的な対応の必要性から生じたも
のであった。保護する責任が，現在において，このような状況に対応でき
る概念として発展しあるいは国際社会で援用されていることは，国連の実
行からは確認できなかった。この概念が国連憲章体制を強化するために生
み出され，またその必要性が現在においても支持されるのであれば，保護
する責任を如何に用いることが同体制の強化につながるのか，国際社会に
おけるさらなる検討とより一層の取り組みが求められるであろう。
（脱稿2012年７月20日）
「
保
護
す
る
責
任
」
の
適
用
に
お
け
る
国
連
の
活
動
の
展
開
と
課
題
36(699) 法と政治 63巻 3号 (2012年 10月)
論説
L’application de 	

de proteger:

et 
des 

de l’ONU
Yasue MOCHIZUKI
L’article avance que le de 
de 	

de
protegerau cours d’un 	au forum international procure la fois un
espoir et un 
la internationale dans ses applications sur le
terrain. 
, le texte que 
initiale de 	


de protegerpar la Commission Internationale de l’intervention et
de la 
des est en un nouveau concept par la
au sommet de l’ONU. Les pays membres ontle document
dans lequel figure cette 
tout en s’interrogeant sur la 
de
poursuivre les 	, se demandant si le concept ainsi d

pouvait
s’appliquer des situations . 
, l’article examine les
	par le Conseil de 
afin d’analyser comment le concept est

par les pays. On ne trouve pas de
induit par les	sur
l’application de 	

de proteger. On en conclue que le concept
introduit dans le but de s’appliquer des situations telles que Srebrenica ou
le 
du Rwanda n’a pas encore le 
qui
permettrait aux pays de s’engager suffisamment. Cependant il contribue 
renforcer la fonction de 
de l’ONU qui utilise le terme dans ses


, et il contribue renforcer le de la Charte des Nations
Unies.
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